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2007年5月17日《No.1845》
【憲法改悪阻止闘争ニュース　No.34】
「ＮＯを言えば憲法改悪は防げる」
広島　改憲手続き法の強行に抗議集会とデモ

【中国ブロック国公発】被爆地・ヒロシマは怒りに震えていました。戦争がまた始まるのか・・・。
改憲手続き法（国民投票法）成立強行をうけた５月１４日、１８時３０分より「憲法と平和を守る広島共同センター」主催の緊急抗議集会とデモが開催されました。緊急の提起にもかかわらず、約100名が駆けつけました。

集会では主催者・自治体労働組合・政党につづき全司法広島支部出身の岡久母親連絡会代表が女性と母親の立場から平和の大切さを訴えました。
　また、４月に広島で講演された品川正治さん（経済同友会終身幹事）の「わたしたち国民が国民投票法でＮＯを言えば憲法改悪は防げる！」の言葉も紹介され、新たな闘いにむけた展望をみいだしました。

最後にアピールを採択し、すぐさま首相官邸にＦＡＸ送信をしました。集会後、広島中心街の本通商店街をデモ行進し、市民に「平和を守ろう！９条改悪反対」を訴えました。

（中国ブロック国公　辻岡事務局長）

憲法守るため、新たな出発
憲法闘争の強化めざす決起集会に３２００人
　憲法改悪反対共同センターは５月16日、「改憲手続き法の強行に抗議し、憲法闘争の強化をめざす中央決起集会」を東京・日比谷公園野外音楽堂で開催し、約3,200人が参加しました。
集会で自由法曹団の田中隆幹事長は、国会論戦のなかで、国家公務員の国民投票運動は国公法などの政治活動禁止にふれず、教員の授業中の意見表明は問題ないとする答弁を引き出していることを紹介し、これからの運動で定着させようと呼びかけました（特別発言の要旨は下記参照）。

「改憲反対」の国民の力！与党に見せてやろう
田中隆・自由法曹団幹事長の特別発言（要旨）
憲法にかかわる重大な法案を、まともな審議もせず、問題山積のまま、安倍政権と与党は強行しました。
彼らのねらいの一つに、国民投票法案において自公民３党の共同修正を実現し、改憲案発議の実験台とすることにありました。彼らが描いた「エレガントな着地」を頓挫させたのは、国民的な批判でした。一番悔しがっているのは彼らでしょう。
少数意見で憲法が変えられてしまう問題も明らかになりました。世論調査では79％が最低投票率を要求し、付帯決議にも入りました。圧倒的多数の主権者の意思でのみ、憲法を変えることができることが確認されました。
カネで憲法が変えられる有料意見広告の問題もあります。「全面禁止」は当初、自由法曹団だけの主張でしたが、日を追うにつれて規制意見が強まり、社会的な声になりました。運動と世論が打ち込んだメディアと財界への強烈な縛りとして機能するし、させなければなりません。

公務員と教育者

　最終盤に自由法曹団が最も重視したのは、500万人に影響する公務員、教育者の「政治活動禁止」と「地位利用」に関する問題でした。
公務員法の政治活動の禁止が、国民投票運動に適用されるかどうか。国民投票への賛否の勧誘運動は、国家公務員法と人事院規則で禁止される政治的行為にあたりません。国家公務員は国民投票運動を自由にできます。選挙運動をかねたり、政党の機関紙を配布する形でやったりすると規制を受ける可能性もありますが、九条の会や労働組合の機関紙を配布してもまったく問題はない。

　以上は、日本共産党の仁比聡平参院議員が委員会審議で明確に確認させた点です。改憲発議が行われて国民投票運動期間になったら自由になると言っているのではありません。この国会で確認されたことは、「九条を守れ」と訴えることが国家公務員法で禁止される行為にあたらないということであり、いまも自由だということ。そして、地方公務員は「投票」にひっかかるので、それをはずすと言っているのだから、投票が目の前にない今はひっかかるわけがありません。
法整備の監視を
　３年間の法整備を厳重に監視するとともに、その間、権利や自由を空洞化させないための憲法運動をおう盛に展開することが課題なのです。

　公務員と教育者の地位利用の規制では、最初の与党案は刑罰で禁止するものでしたが、さすがに刑罰禁止はなくなりました。それでも野放図に運用されると懲戒処分の威嚇を受けかねない。この点で相当のところまで絞り込みました。

　地位利用の考え方を答弁から紹介します。仁比参院議員が「教育者が単にその教育者としての社会的信頼を利用した場合でも問題の余地はない」という福岡高裁の判例を引用して追及したところ、その考えは国民投票運動でも変わらないというのが答弁でした。だったら規制されるのは、直接職務と関連がある場合か、単位をほのめかすなどの職権濫用にあたる場合だけでしょう。

　院内外のたたかいでここまで追い込みました。このことに確信をもち、大いに活動して改憲に反対する声を大きくし、「愚かな政権与党」に主権者国民の力を見せてやろうではありませんか。

（しんぶん「赤旗」５月17日付をもとに、国公労連が要約）
（国公労新聞　５月10日付・特集「改憲手続き法の問題点は―自由法曹団幹事長・田中隆弁護士インタビュー」は、国公労連ホームページにも掲載しています）
· 国公労連第２１回労働学校ＩＮ九州

明日５月１８日（金）福岡市内の博多パークホテルで講義「改憲手続き法のねらい」(第３講義)も行います。講師は第一法律事務所の後藤富和弁護士です。多数の参加を！

· 憲法を学習し、運動について知りたい方は
★憲法改悪反対共同センター　　　　 http://www.kyodo-center.jp/index.htm
★改憲国民投票法案情報センター　 http://homepage.mac.com/volksabstimmung/
　　　　　※ホームページが変更しました

· 映画「日本の青空」ホームページ　http://www.cinema-indies.co.jp/aozora/index.html
※全国で、映画「日本の青空」の上映会・有料試写会が行われています。家族みなさんで観てみませんか？
· さまざまなとりくみ（行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください
以　上
国公労連速報





〈発行〉国公労連
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